
令和３年度当初予算案の概要
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一般会計・特別会計・企業会計の規模

区　　　　　　　　　　分

一　　　般　　　会　　　計 18,829,000
千円

18,048,000
千円

4.3
％

国 民 健 康 保 険 6,965,333 6,987,993 △0.3

財 産 区 46,551 46,820 △0.6

介 護 保 険 5,224,614 5,059,535 3.3

後 期 高 齢 者 医 療 1,726,751 1,659,785 4.0

小　　　　　　　計 13,963,249 13,754,133 1.5

下 水 道 事 業 1,107,522 1,107,363 0.0

病 院 事 業 351,235 363,714 △3.4

小　　　　　　計 1,458,757 1,471,077 △0.8

合　　　　　　　　　　計 34,251,006 33,273,210 2.9

令和３年度当初予算額 令和２年度当初予算額 対前年度増減率

特
 
別
 
会
 
計

企
　
業
　
会
　
計

− 1 −



− 2 −

一般会計性質別表

区　　　　　　　　　　分 令和３年度当初予算額 構成比 令和２年度当初予算額 構成比 増減率

国 ・ 府 支 出 金 4,908,154 26.1% 4,216,161 23.4% 16.4%

歳 地 方 債 289,000 1.5% 295,700 1.6% △2.3%

そ の 他 1,146,433 6.1% 876,384 4.9% 30.8%

入 一 般 財 源 12,485,413 66.3% 12,659,755 70.1% △1.4%

合 計 18,829,000 100.0% 18,048,000 100.0% 4.3%

人 件 費 3,901,218 20.7% 3,708,704 20.5% 5.2%

物 件 費 2,455,618 13.0% 2,197,444 12.2% 11.7%

維 持 補 修 費 36,134 0.2% 48,167 0.3% △25.0%

歳 扶 助 費 4,685,379 24.9% 4,624,711 25.6% 1.3%

補 助 費 等 2,503,892 13.3% 2,586,465 14.3% △3.2%

投 資 的 事 業 費 783,988 4.2% 373,173 2.1% 110.1%

公 債 費 1,627,463 8.6% 1,715,528 9.5% △5.1%

積 立 金 257,357 1.4% 257,482 1.4% 0.0%

投 資 及 び 出 資 金 0 0.0% 0 0.0% 0.0%

貸 付 金 0 0.0% 0 0.0% 0.0%

出 繰 出 金 2,547,951 13.5% 2,506,326 13.9% 1.7%

予 備 費 30,000 0.2% 30,000 0.2% 0.0%

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0% 0 0.0% 0.0%

合 計 18,829,000 100.0% 18,048,000 100.0% 4.3%

特
定
財
源

(単位：千円）



一般会計歳入歳出予算構成比及び対前年度増減率

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 2 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

1 市 税 5,328,997 28.3% 5,484,859 30.4% △2.8% 1 議 会 費 195,194 1.0% 192,969 1.1% 1.2%

2 地 方 譲 与 税 106,857 0.6% 120,682 0.7% △11.5% 2 総 務 費 2,333,676 12.4% 2,149,233 11.9% 8.6%

3 利 子 割 交 付 金 9,100 0.1% 9,300 0.1% △2.2% 3 民 生 費 8,514,474 45.2% 8,150,970 45.2% 4.5%

4 配 当 割 交 付 金 39,800 0.2% 41,600 0.2% △4.3% 4 衛 生 費 2,024,451 10.8% 1,780,828 9.9% 13.7%

5 株式等譲渡所得割交付金 23,700 0.1% 33,700 0.2% △29.7% 5 農 林 水 産 業 費 129,538 0.7% 110,563 0.6% 17.2%

6 法 人 事 業 税 交 付 金 17,600 0.1% 12,000 0.1% 46.7% 6 商 工 費 111,842 0.6% 119,074 0.6% △6.1%

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,009,000 5.4% 1,045,500 5.8% △3.5% 7 土 木 費 1,211,774 6.5% 1,165,674 6.4% 4.0%

8 ゴルフ場利用税交付金 2,200 0.0% 2,800 0.0% △21.4% 8 消 防 費 743,309 3.9% 761,949 4.2% △2.4%

9 環 境 性 能 割 交 付 金 23,000 0.1% 52,000 0.3% △55.8% 9 教 育 費 1,906,724 10.1% 1,870,657 10.4% 1.9%

10 地 方 特 例 交 付 金 80,996 0.4% 46,200 0.3% 75.3% 10 公 債 費 1,627,483 8.6% 1,715,548 9.5% △5.1%

11 地 方 交 付 税 4,620,000 24.5% 4,580,000 25.4% 0.9% 11 諸 支 出 金 535 0.0% 535 0.0% 0.0%

12 交通安全対策特別交付金 7,230 0.0% 7,500 0.0% △3.6% 12 予 備 費 30,000 0.2% 30,000 0.2% 0.0%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 3,545 0.0% 4,019 0.0% △11.8%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 202,128 1.1% 209,032 1.1% △3.3%

15 国 庫 支 出 金 3,252,999 17.3% 2,675,088 14.8% 21.6%

16 府 支 出 金 1,655,155 8.8% 1,541,073 8.5% 7.4%

17 財 産 収 入 37,000 0.2% 15,351 0.1% 141.0%

18 寄 附 金 251,020 1.3% 251,520 1.4% △0.2%

19 繰 入 金 933,611 5.0% 728,929 4.0% 28.1%

20 繰 越 金 150,000 0.8% 150,000 0.8% 0.0%

21 諸 収 入 189,091 1.0% 176,679 1.0% 7.0%

22 市 債 885,971 4.7% 860,168 4.8% 3.0%

18,829,000 100.0% 18,048,000 100.0% 4.3% 18,829,000 100.0% 18,048,000 100.0% 4.3%歳　入　合　計 歳　出　合　計

款 構成比 構成比 増減率款 構成比 構成比 増減率

(単位：千円）
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国民健康保険特別会計歳入歳出予算構成比及び対前年度増減率

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 2 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

1 国 民 健 康 保 険 料 1,149,494 16.5% 1,140,041 16.3% 0.8% 1 総 務 費 116,835 1.7% 119,098 1.7% △1.9%

2 使 用 料 及 び 手 数 料 3 0.0% 3 0.0% 0.0% 2 保 険 給 付 費 4,960,472 71.2% 4,963,093 71.0% △0.1%

3 府 支 出 金 5,117,895 73.5% 5,145,118 73.6% △0.5% 3 国民健康保険事業費納付金 1,782,846 25.6% 1,816,671 26.0% △1.9%

4 財 産 収 入 10 0.0% 10 0.0% 0.0% 4 共 同 事 業 拠 出 金 5 0.0% 5 0.0% 0.0%

5 繰 入 金 691,316 9.9% 696,206 10.0% △0.7% 5 保 健 事 業 費 97,435 1.4% 83,780 1.2% 16.3%

6 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0.0% 6 基 金 積 立 金 50 0.0% 50 0.0% 0.0%

7 諸 収 入 6,614 0.1% 6,614 0.1% 0.0% 7 公 債 費 607 0.0% 1,213 0.0% △50.0%

8 諸 支 出 金 2,083 0.0% 2,083 0.1% 0.0%

9 予 備 費 5,000 0.1% 2,000 0.0% 150.0%

6,965,333 100.0% 6,987,993 100.0% △0.3% 6,965,333 100.0% 6,987,993 100.0% △0.3%歳　入　合　計 歳　出　合　計

款 構成比 構成比 増減率款 構成比 構成比 増減率

(単位：千円）



財産区特別会計歳入歳出予算構成比及び対前年度増減率

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 2 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

1 財 産 収 入 471 1.0% 490 1.0% △3.9% 1 総 務 費 1,394 3.0% 1,673 3.6% △16.7%

2 繰 入 金 45,840 98.5% 46,290 98.9% △1.0% 2 繰 出 金 57 0.1% 47 0.1% 21.3%

3 繰 越 金 240 0.5% 40 0.1% 500.0% 3 諸 支 出 金 45,000 96.7% 45,000 96.1% 0.0%

4 諸 収 入 0 0.0% 0 0.0% 0.0% 4 予 備 費 100 0.2% 100 0.2% 0.0%

46,551 100.0% 46,820 100.0% △0.6% 46,551 100.0% 46,820 100.0% △0.6%歳 入 合 計 歳 出 合 計

構成比 増減率款 款構成比 構成比 増減率 構成比

(単位：千円）
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歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 2 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

1 保 険 料 1,082,044 20.7% 1,048,254 20.7% 3.2% 1 総 務 費 177,880 3.4% 177,477 3.5% 0.2%

2 使 用 料 及 び 手 数 料 1 0.0% 1 0.0% 0.0% 2 保 険 給 付 費 4,667,605 89.3% 4,523,430 89.4% 3.2%

3 国 庫 支 出 金 1,137,077 21.8% 1,071,410 21.2% 6.1% 3 基 金 積 立 金 17,519 0.3% 1 0.0% 1,751,800.0%

4 支 払 基 金 交 付 金 1,319,258 25.2% 1,284,934 25.4% 2.7% 4 地 域 支 援 事 業 費 358,710 6.9% 355,827 7.0% 0.8%

5 府 支 出 金 706,728 13.5% 682,251 13.5% 3.6% 5 諸 支 出 金 900 0.0% 800 0.0% 12.5%

6 繰 入 金 974,983 18.7% 972,373 19.2% 0.3% 6 予 備 費 2,000 0.1% 2,000 0.1% 0.0%

7 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0.0%

8 諸 収 入 4,522 0.1% 311 0.0% 1,354.0%

9 分 担 金 及 び 負 担 金 0 0.0% 0 0.0% 0.0%

5,224,614 100.0% 5,059,535 100.0% 3.3% 5,224,614 100.0% 5,059,535 100.0% 3.3%

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 2 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

1 後期高齢者医療保険料 730,223 42.3% 709,189 42.7% 3.0% 1 総 務 費 43,287 2.5% 43,043 2.6% 0.6%

2 繰 入 金 994,523 57.6% 949,594 57.2% 4.7% 2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

1,681,164 97.4% 1,614,442 97.3% 4.1%

3 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0.0% 3 諸 支 出 金 2,000 0.1% 2,000 0.1% 0.0%

4 諸 収 入 2,004 0.1% 1,001 0.1% 100.2% 4 予 備 費 300 0.0% 300 － 0.0%

1,726,751 100.0% 1,659,785 100.0% 4.0% 1,726,751 100.0% 1,659,785 100.0% 4.0%

介護保険特別会計歳入歳出予算構成比及び対前年度増減率

増減率

構成比

構成比 増減率構成比構成比 構成比

増減率款 構成比 構成比 増減率 款 構成比

歳 出 合 計歳 入 合 計

後期高齢者医療特別会計歳入歳出予算構成比及び対前年度増減率

款 款

歳 入 合 計 歳 出 合 計

(単位：千円）

(単位：千円）



下水道事業会計収益的収入支出予算構成比及び対前年度増減率

収　　　　　　　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　　　　　　　出

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 2 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

款 下 水 道 事 業 収 益 1,117,223 100.0% 1,116,747 100.0% 0.0% 款 下 水 道 事 業 費 用 1,107,522 100.0% 1,107,363 100.0% 0.0%

項 営 業 収 益 442,065 39.6% 429,438 38.5% 2.9% 項 営 業 費 用 998,171 90.1% 980,111 88.5% 1.8%

項 営 業 外 収 益 675,156 60.4% 687,307 61.5% △1.8% 項 営 業 外 費 用 107,350 9.7% 125,251 11.3% △14.3%

項 特 別 利 益 2 0.0% 2 0.0% 0.0% 項 特 別 損 失 1,001 0.1% 1,001 0.1% 0.0%

項 予 備 費 1,000 0.1% 1,000 0.1% 0.0%

1,117,223 100.0% 1,116,747 100.0% 0.0% 1,107,522 100.0% 1,107,363 100.0% 0.0%

病院事業会計収益的収入支出予算構成比及び対前年度増減率

収　　　　　　　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　　　　　　　出

令 和 3 年 度 令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 2 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

款 事 業 収 益 325,661 100.0% 331,865 100.0% △1.9% 款 事 業 費 用 351,235 100.0% 363,714 100.0% △3.4%

項 医 業 収 益 11,000 3.4% 11,000 3.3% 0.0% 項 医 業 費 用 302,459 86.1% 315,557 86.8% △4.2%

項 医 業 外 収 益 314,661 96.6% 320,865 96.7% △1.9% 項 医 業 外 費 用 48,676 13.9% 48,057 13.2% 1.3%

項 予 備 費 100 0.0% 100 0.0% 0.0%

325,661 100.0% 331,865 100.0% △1.9% 351,235 100.0% 363,714 100.0% △3.4%

収 入 合 計 支 出 合 計

構成比 構成比 増減率款・項 構成比

構成比 構成比 増減率

構成比 増減率 款・項

款・項 構成比 構成比 増減率 款・項

収 入 合 計 支 出 合 計

(単位：千円）

(単位：千円）(単位：千円）
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担当課 予算計上額 頁

1 市制施行３０周年記念関連事業 継続 秘書広報課 661 49・50

2 市民活動支援事業 継続
地域まちづくり

支援課
4,619 52・53

3
行政サービス協働化事業
（はなてぃアクション）

継続
地域まちづくり

支援課
211 52・53

4 重層的支援体制整備移行準備事業 新規 市民福祉課 11,845 64～66

5
【一般会計・介護保険特別会計】
介護予防拠点事業

継続 介護保険課 44,549 68・209

6 基幹相談支援センター運営事業費 新規 市民福祉課 4,853 69・70

7 家計改善事業 新規 生活支援課 4,600 71・72

8
公立保育所運営費
（石田保育所等ブロック壁改修工事）

継続 こども家庭課 20,862 77

9 保育所等整備事業費補助金 継続 こども家庭課 215,529 77

10 新型コロナウイルスワクチン接種事業 新規 健康増進課 237,220 82～84

11
【国民健康保険特別会計】
保健事業（データヘルスシステム活用事業）

継続 保険年金課 2,229 167

12

【介護保険特別会計】
介護予防・生活支援総合事業・住民主体型サー
ビス支援事業

継続 介護保険課 13,203 208

13 阪南市総合防災マップ再作成事業 新規 危機管理課 7,150 105

14 防災対策費 継続 危機管理課 974 105

15 GIGAスクール関係事業 拡充
教育総務課
学校教育課

70,310 107～113

16 英語劇鑑賞事業 継続 学校教育課 1,000 108

17 学校支援員配置事業（コロナ対策） 継続 学校教育課 3,500 108

18 外国人英語指導助手配置事業 継続 学校教育課 33,596 108・109

19 私立認定こども園施設整備費補助金 継続 教育総務課 122,348 116

20
水産業振興事業
（「聞き書き甲子園」）

継続 農林水産課 109 95

21 はんなん旨いもん事業 継続 まちの活力創造課 1,295 95・96

22 海洋教育推進事業 拡充 学校教育課 5,000 109

23 森林環境譲与税の活用事業 新規

こども政策課
農林水産課
土木管理室
尾崎公民館

図書館

10,100 77他

24 尾崎駅整備及びまちづくりプロジェクト事業 継続 都市整備課 84,150 102

25 山中渓駅及び周辺整備事業 継続 都市整備課 36,197 102

26 ふるさとまちづくり応援寄附感謝事業 継続 まちの活力創造課 391,614 47～49

27 総合計画策定等事業 継続 行政経営室 6,057 49・50

28 各種証明書のコンビニ交付事業 継続 市民課 4,016 56・57

29 異動受付支援システム事業 継続 市民課 496 57

※【　】：特別会計名称

「地域連携協定」を締結した和歌山大学との共同研究を通して、引き続き、まち
づくりの推進に取り組む。また、バリアフリー整備として、尾崎駅舎の山側にエ
レベーターを設置する。

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、障害者相談支援事業及
び成年後見制度利用支援事業、並びに障がいの種別や各種ニーズに対応できる総
合的かつ専門的な相談支援体制を構築する。

日本財団等が主催する海洋教育パイオニアスクールプログラムを活用し、市内の
学校園における海洋教育を推進する。

「地域共生社会」の実現をめざすため、住民の身近な圏域（小学校区単位）で、
住民が主体的に地域福祉課題を把握して解決を試みる体制づくりや、市における
育児、介護、障がい、生活困窮、さらには、ひきこもり、育児と介護に同時に直
面する家庭など、世帯全体の複合化・複雑化した課題を包括的に受け止める総合
的な支援体制づくりを行う。また、「庁内連携会議」など通じて、多機関で連携
し制度の狭間にある方の支援体制づくりを行う。

家計収支の均衡がとれていないなど、家計に課題を抱える生活困窮者の必要な情
報の提供及び助言を行い、併せて支出の節約に関する指導その他家計に関する継
続的な指導及び生活に必要な資金の貸付けのあっせんなどを行う。

令和４年４月に旧尾崎中学校用地に新設する幼保連携型認定こども園の運営事業
者に対し、幼稚園機能部分の施設整備にかかる経費の一部を補助金として交付す
る。

転出証明書や在留カードの書類をOCR処理し、住民異動届や各種手続きの申請書作
成を支援する異動受付支援システムを導入し、書かせない窓口（＝滞在時間を短
くする窓口）を実現することで、住民サービスの向上と事務負担の軽減を図る。
【令和２年度繰越分：14,640千円】

GIGAスクール構想に基づき、教育委員会及び小中学校のICTの環境整備や支援員配
置を行い、タブレット等のICT機器を活用した教育を推進する。

令和２年度に導入したデータヘルスシステムを活用し、効率的な保健事業を行う
ことにより、被保険者の健康増進及び医療費の適正化を図る。

第４章  　生涯にわたり学び、地域に還元できるまち

森林環境譲与税を活用し、森林の有する公益的機能の維持増進の重要性を鑑み、
森林の整備や促進に関する施策を行う。
（各事業：木のぬくもり推進事業　P.77、木製足踏式手指消毒スタンド製作事業
P.94、桃の木台中央公園内ベンチ改修事業　P.103、尾崎公民館木質化事業
P.118、森林インストラクターによる講座委託事業　P.120、国産材でつくる本の
ある居場所事業　P.120）

JETプログラムを活用し、小中学校に外国人講師を派遣することにより、英語教育
の推進を図る。

英語を主題とした劇の鑑賞会を各小学校にて開催することを通して、英語教育を
推進する。

第５章  　地域資源を活かした、にぎわいのあるまち

はんなんの海の魅力を全国に発信し、はんなんの海で続いてきた漁業という営み
について、次世代を担う高校生に繋いでいくことを目的に、「聞き書き甲子園」
に協力市町村として参加する。

第６章  　美しい自然と調和し快適に暮らせるまち

本市の魅力ある地場産品等を中心に、WEBサイト等を活用し広くPRする。

現在の総合計画が令和３年度までの計画となることから、くらし、働き、楽しむ
まちに発展できるよう、令和４年から１２年間の「次期総合計画」の策定を行
う。

マイナンバーカードを活用した住民票の写し等各種証明書（住民票・印鑑証明・
戸籍・戸籍附票・税証明）のコンビニ交付を実施する。【令和２年度繰越分：
33,505千円】

ふるさと応援寄附の一層の推進を図るため、１回につき5千円以上寄附をした方に
対し、寄附金額に応じた返礼品を贈呈する。（市外在住者に限る）また、集まっ
た寄附金をふるさとまちづくり応援基金に積立て寄附者の希望する事業への財源
として活用する。

JR山中渓駅及び周辺整備として、山中渓駅周辺の造成及び周辺環境に配慮した駅
舎意匠に取り組む。

第７章  　持続可能な発展を支える行政経営のまち

令 和 ３ 年 度　 主 要 事 業 一 覧
（単位：千円）

事    　　業　　    名 事　    業    　内    　容

第１章　  おもいやりとふれあいがあふれる活気のあるまち

市制施行３０周年という大きな節目において、本市の末永い発展に向け、１０年
先、２０年先を見据えた新たなまちづくりのきっかけとなるような事業を行う。

市民や民間事業者等の知恵とアイデアを活かした新たな事業提案を募集し、提案
された事業を公民が連携して実施する制度の運用を行う。令和３年度が３年目と
なるため、より分かりやすく連携につながるような事業運営を行う。

市民活動センターにおいて、社会活動、市民活動に関わる環境を作り、出会いの
機会や市民活動の基礎知識を学ぶ機会を提供することで、社会活動、市民活動に
関わる担い手育成につなげる。また、「市民協働推進委員会」及び「市民協働庁
内推進会議」において、市民公益活動の活性化を図る。また、はんなん共創事業
プランコンペを実施し、地域課題を解決したいという方々のアイデアの実現に向
けた支援を行う。

新型コロナウイルス感染予防のための学校施設の消毒作業等の事務補助を行う学
校支援員を配置する。

第２章　  健やかに、いきいきと自立して暮らせるまち

土砂災害、洪水、高潮、津波、地震等のハザード情報をわかりやすく地図に表現
した総合防災マップを平成28年3月に全戸配布したが、大阪府において令和2年8月
に高潮浸水想定区域の公表や令和2年10月には男里川水域の洪水浸水想定区域が更
新されたことに伴い更新を行う。

身近な地域において、高齢者だけではなく多世代を含めた地域住民と交流できる
居場所・つながりスペース、介護予防に関する活動や健康教室の開催、地域の介
護予防活動支援の輪を広げていくために介護予防拠点の設置を進め、介護予防の
ネットワークづくりを進めていく。

石田保育所と下荘保育所の補強が必要とされるブロック壁部分の補強工事を行
う。

新型コロナウイルスワクチン予防接種の実施において、市内医療機関と協力し、
円滑な予防接種事業に取り組む。

地域の支え合い体制づくりを推進し、住民が主体になった支援活動（訪問型サー
ビスB及び通所型サービスB）を支援するため、地域の活動団体に補助金を交付す
る。

第３章　  いつまでも安全に、安心して暮らせるまち

SNSなどを活用した新たな情報配信サービスを活用し、災害対応時等において、円
滑な情報伝達を図る。

令和４年４月に旧尾崎中学校用地に新設する幼保連携型認定こども園の運営事業
者に対して、保育所機能部分の施設整備にかかる経費の一部を補助金として交付
する。
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